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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、Ｃ：０.０１％以上０.２０％以下、Ｓｉ：０.０１％以上２.５％以下、Ｍｎ
：０.５％以上３.０％以下、Ｐ：０.０２％以下、Ｓ：０.００５％以下、ｓｏｌ.Ａｌ：
０.０２％以上０.５％以下、Ｔｉ：０.０２％以上０.２５％以下およびＮ：０.０１％以
下、を含有し、残部Ｆｅおよび不純物からなる化学組成と、
　面積％で、フェライトおよびベイナイト：合計で８０％以上、パーライト：５％以下、
マルテンサイト：１０％以下、ならびに残留オーステナイト：３％以下であるとともに、
板厚をｔとしたときの板厚中心から±０.１２ｔの範囲内である板厚中心部において、鋼
板面垂直方向に＜１１２＞結晶方位が１０°以内で配向している結晶コロニーに占める円
相当直径１０μｍ以上の結晶コロニーの面積率が３０％以下であり、前記結晶コロニーに
占める短軸ａと長軸ｂの比（ａ／ｂ）が０.３５以下である結晶コロニーの面積率が４０
％以下であり、前記板厚中心部に存在する円相当直径が５μｍ以上である介在物、晶出物
および析出物の合計数密度が３０個／ｍｍ2以下である金属組織と、
　板厚中心において、ランダム試料に対する｛００１｝＜１１０＞～｛１１２｝＜１１０
＞間のＸ線回折強度比の最大値が６.０以下である集合組織と、
　５９０ＭＰａ以上の引張強さと、
を有することを特徴とする熱延鋼板。
【請求項２】
　前記化学組成が、Ｆｅの一部に代えて、質量％で、Ｎｂ：０.１％以下を含有する請求
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項１に記載の熱延鋼板。
【請求項３】
　前記化学組成が、Ｆｅの一部に代えて、質量％で、Ｖ：０.４％以下、Ｍｏ：０.４％以
下、Ｗ：０.４％以下およびＣｒ：０.４％以下からなる群から選択された１種または２種
以上を含有する請求項１または請求項２に記載の熱延鋼板。
【請求項４】
　前記化学組成が、Ｆｅの一部に代えて、質量％で、Ｃａ：０.０１％以下、Ｍｇ：０.０
１％以下およびＲＥＭ：０.０１％以下からなる群から選択された１種または２種以上を
含有する請求項１から請求項３までのいずれかに記載の熱延鋼板。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は熱延鋼板に関する。特に、自動車や各種産業機械に用いられる構造部材の素材
として好適な、剪断加工性および穴拡げ性に優れる、５９０ＭＰａ以上の引張強度を有す
る熱延鋼板に関する。
【背景技術】
【０００２】
　世界的な環境意識の高まりを背景に、自動車には一層の軽量化が求められている。構造
部材としての機能を確保しつつ軽量化を達成する手法の一つに、板厚や強度の異なる鋼板
を突き合わせ溶接してから成形を行う、テーラードブランク（ＴＷＢ, Tailored Welded 
Blanks）技術がある。ＴＷＢは、一つの部品の中で部分的な高強度化が可能であるため、
効率的な軽量化が行えるという利点がある。これまではアッパーボディ部材においてＴＷ
Ｂの適用が進んできたが、近年、シャシー部品についてもＴＷＢの適用が検討されつつあ
る。
【０００３】
　突合せ溶接では、接合面同士の突合せ性が溶接品質に大きく影響する。多くの場合、接
合面はシャーリング等のせん断加工によって施工される。これまで、ＴＷＢには板厚の比
較的薄い冷延鋼板が用いられてきたが、シャシー部品へＴＷＢを適用するには、肉厚の熱
延鋼板を用いる必要があり、切断荷重の軽減や金型の消耗を抑えるためには、広いクリア
ランスで切断を行う必要がある。厚肉材の広クリアランス切断では、端面に欠陥を生じ易
く、特に高強度材では切断端面に板面に沿った割れが生ずる場合があり、突合せ不良によ
り接合部の品質不良につながる恐れがあるという問題がある。接合面に欠陥が存在すると
接合表面に切り欠き（アンダーフィル）が生じ、疲労耐久性が大きく損なわれる。
【０００４】
　熱延鋼板の切断端面に関して、例えば特許文献１に、鋼にＭｎおよびＰを複合添加する
技術が開示されている。しかし、この技術は低強度鋼のみに適用が制限され、高強度鋼に
おける端面割れの抑制には効果が期待できない。
【０００５】
　特許文献２には、切断面品質に優れた鋼材が開示されているが、切断クリアランス１％
以下の精密切断を念頭においた技術であって、自動車用部材の製造に通常用いられる５％
以上の切断クリアランスの場合には適用できない。
【０００６】
　一方、特許文献３、４には、硬質相とセメンタイトの含有量を制限し、打抜き端面の損
傷を押えた高強度鋼材が提案されている。しかし、開示されているのは丸穴の打抜き端面
性状の向上に関してである。ＴＷＢ部材の製作に必要な、片端に保持がなく、かつ直線で
の切断の場合、せん断加工では、切断工程において端面により強い負荷がかかるため、当
該文献に記載の手法では必ずしも端面割れを抑止できないという問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
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【特許文献１】特開２０００－１４４３１８号公報
【特許文献２】特開２００４－１３７６０７号公報
【特許文献３】特開２００５－２９８９２４号公報
【特許文献４】特開２００４－３１５８５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、上記の問題点を解決するために、引張強さ５９０ＭＰａ以上の高強度を有し
、クリアランス５％～３０％でせん断加工を行った際にも切断端面に割れを生じ難いとい
う優れたせん断加工性を、優れた穴拡げ性とともに示す熱延鋼板を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは、種々の切断クリアランスでせん断試験を行い、切断端面の割れと特定の
結晶方位を有する結晶コロニーの形態および介在物との相関について検討した結果、鋼板
面垂直方向に＜１１２＞結晶方位が１０°以内で配向している結晶コロニーの形態を規定
することで端面割れが改善され、さらに粗大介在物を抑制することでよりその効果が高ま
ることを見出した。さらに、板厚中心部における集合組織を規定することにより、優れた
穴拡げ性をも具備させることができることを見出した。
【００１０】
　上記新知見に基づく本発明は次のとおりである。
　（１）質量％で、Ｃ：０.０１％以上０.２０％以下、Ｓｉ：０.０１％以上２.５％以下
、Ｍｎ：０.５％以上３.０％以下、Ｐ：０.０２％以下、Ｓ：０.００５％以下、ｓｏｌ.
Ａｌ：０.０２％以上０.５％以下、Ｔｉ：０.０２％以上０.２５％以下およびＮ：０.０
１％以下、を含有し、残部Ｆｅおよび不純物からなる化学組成と、面積％で、フェライト
およびベイナイト：合計で８０％以上、パーライト：５％以下、マルテンサイト：１０％
以下、ならびに残留オーステナイト：３％以下であるとともに、板厚をｔとしたときの板
厚中心から±０.１２ｔの範囲内である板厚中心部において、鋼板面垂直方向に＜１１２
＞結晶方位が１０°以内で配向している結晶コロニーに占める円相当直径１０μｍ以上の
結晶コロニーの面積率が３０％以下であり、前記結晶コロニーに占める短軸ａと長軸ｂの
比（ａ／ｂ）が０.３５以下である結晶コロニーの面積率が４０％以下であり、前記板厚
中心部に存在する円相当直径が５μｍ以上である介在物、晶出物および析出物の合計数密
度が３０個／ｍｍ2以下である金属組織と、板厚中心において、ランダム試料に対する｛
００１｝＜１１０＞～｛１１２｝＜１１０＞間のＸ線回折強度比の最大値が６.０以下で
ある集合組織と、５９０ＭＰａ以上の引張強さと、を有することを特徴とする
熱延鋼板。
【００１３】
　（２）前記化学組成が、Ｆｅの一部に代えて、質量％で、Ｎｂ：０.１％以下を含有す
る上記（１）に記載の熱延鋼板。
【００１４】
　（３）前記化学組成が、Ｆｅの一部に代えて、質量％で、Ｖ：０.４％以下、Ｍｏ：０.
４％以下、Ｗ：０.４％以下およびＣｒ：０.４％以下からなる群から選択された１種また
は２種以上を含有する上記（１）または（２）に記載の熱延鋼板。
【００１５】
　（４）前記化学組成が、Ｆｅの一部に代えて、質量％で、Ｃａ：０.０１％以下、Ｍｇ
：０.０１％以下およびＲＥＭ：０.０１％以下からなる群から選択された１種または２種
以上を含有する上記（１）～（３）のいずれかに記載の熱延鋼板。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明に係る熱延鋼板は、高強度で、かつせん断加工性および穴拡げ性に優れているの
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で、５％以上の切断クリアランスでせん断加工を行っても切断端面に割れを生じにくく、
切断端面の突き合わせ性が良好で、ＴＷＢ用途に適している。従って、本発明に係る熱延
鋼板は、自動車や各種産業機械に用いられる構造部材の素材として、特に自動車のシャシ
ー部品などのＴＷＢ技術を利用した用途に好適に採用できる。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下に本発明の熱延鋼板についてより詳しく説明する。以下の説明において、鋼の化学
組成に関する％はすべて質量％である。鋼の化学組成の残部はＦｅおよび不純物である。
一方、鋼の金属組織における各相の割合を示す％はいずれも面積％である。
【００１８】
　１．鋼の化学組成
　Ｃ：０.０１％以上０.２０％以下
　Ｃは、鋼の強度を高める作用を有する。Ｃ含有量が０.０１％未満では５９０ＭＰａ以
上の引張強度を確保することが困難である。したがってＣ含有量は０.０１％以上とする
。好ましくは０.０２％以上、さらに好ましくは０.０３％以上である。一方、Ｃ含有量が
０.２０％超では、粒界に粗大な炭化物が形成され、加工性を損なう。したがって、Ｃ含
有量は０.２０％以下とする。好ましくは０.１８％以下、さらに好ましくは０.１５％以
下である。
【００１９】
　Ｓｉ：０.０１％以上２.５％以下
　Ｓｉは、強度と延性のバランスを向上させる作用を有する。Ｓｉ含有量が０.０１％未
満では上記作用による効果を得ることが困難である。したがって、Ｓｉ含有量は０.０１
％以上とする。好ましくは０.２％以上、さらに好ましくは０.５％以上である。一方、Ｓ
ｉ含有量が２.５％超では、上記作用による効果は飽和するとともに溶接性が損なわれる
。したがって、Ｓｉ含有量は２.５％以下とする。好ましくは２.０％以下、さらに好まし
くは１.５％以下である。
【００２０】
　Ｍｎ：０.５％以上３.０％以下
　Ｍｎは、鋼の強度を高める作用を有する。Ｍｎ含有量が０.５％未満では５９０ＭＰａ
以上の引張強度を確保することが困難である。したがって、Ｍｎ含有量は０.５％以上と
する。好ましくは０.８％以上、さらに好ましくは１.０％以上である。一方、Ｍｎ含有量
が３.０％超では、熱間圧延完了後のフェライト変態が過度に遅延してしまい、より高い
成形性を望む場合において、成形性に富むフェライトを確保することが困難となる。した
がって、Ｍｎ含有量は３.０％以下とする。また、Ｍｎ含有量が高いとスラブ中心部に偏
析する傾向が強くなり成形性を劣化させるので、斯かる観点からは、Ｍｎ含有量は２.５
％以下とすることが好ましく、２.２％以下とすることがさらに好ましい。
【００２１】
　Ｐ：０.０２％以下
　Ｐは、一般に不純物として含有され、粒界に偏析し脆化を生じて切断端面の割れを助長
する。したがって、Ｐ含有量は０.０２％以下とする。好ましくは０.０１％以下、さらに
好ましくは０.００７％以下である。
【００２２】
　Ｓ：０.００５％以下
　Ｓは、一般に不純物として含有され、ＭｎやＴｉ等と結合して粗大な硫化物系の介在物
を形成し、切断端面の割れを助長するとともに、加工性を著しく損なう。したがって、Ｓ
含有量は０.００５％以下とする。好ましくは０.００２％以下、さらに好ましくは０.０
０１％以下である。
【００２３】
　ｓｏｌ.Ａｌ：０.０２％以上０.５％以下
　Ａｌは、フェライト変態を促進して成形性を向上させるとともに、粗大なセメンタイト
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の形成を抑制して端面割れの起点を抑制する作用を有する。ｓｏｌ.Ａｌ含有量が０.０２
％未満では上記作用による効果を得ることが困難である。したがって、ｓｏｌ.Ａｌ含有
量は０.０２％以上とする。好ましくは０.０８％以上、さらに好ましくは０.１１％以上
である。一方、ｓｏｌ.Ａｌ含有量が０.５％超では、オーステナイト－フェライト変態温
度を上昇させ、製造性を損なう。したがって、ｓｏｌ.Ａｌ含有量は０.５％以下とする。
好ましくは０.３％以下、さらに好ましくは０.２５％以下である。
【００２４】
　Ｔｉ：０.０２％以上０.２５％以下
　Ｔｉは、Ｃと結合することによる微細析出強化に有効である。Ｔｉ含有量が０.０２％
未満では、５９０ＭＰａ以上の引張強度を確保することが困難である。したがってＴｉ含
有量は０.０２％以上とする。好ましくは０.０５％以上、さらに好ましくは０.０８％以
上である。一方、Ｔｉ含有量が０.２５％超では、上記作用による効果は飽和してしまい
原料コストの高騰を招くとともに、粗大な炭窒化物を形成して成形性を劣化させる場合が
ある。したがって、Ｔｉ含有量は０.２５％以下とする。好ましくは０.２％以下、さらに
好ましくは０.１７％以下である。
【００２５】
　Ｎ：０.０１％以下
　Ｎは、一般に不純物として含有され、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｖ等と結合して粗大な窒化物を形成
し、切断端面の性状を損なう。したがって、Ｎ含有量は０.０１％以下とする。好ましく
は０.００５％以下、さらに好ましくは０.００３％以下である。
【００２６】
　以下に説明する元素は、本発明において鋼中に場合により含有させてもよい任意元素で
ある。
【００２７】
　Ｎｂ：０.１％以下
　Ｎｂは、鋼中に炭窒化物を形成し、オーステナイト粒を微細化してフェライトの核生成
サイトを増やし、鋼組織の粗大化を抑制する作用を有する。また、Ｖおよび／またはＴｉ
と複合して含有させると、微細な析出物を形成し、鋼の強度を効果的に高める作用を有す
る。したがって、Ｎｂを含有させてもよい。しかし、Ｎｂ含有量が０.１％超では、熱間
圧延完了後のフェライト変態が過度に遅延してしまい、延性を重視してフェライトの面積
率を高めたい場合には、成形性に富むフェライトを得ることが困難になる。したがって、
Ｎｂ含有量は０.１％以下とする。バンド状組織の形成を抑制して、切断端面の性状を一
層改善させるには、Ｎｂ含有量は０.０５％以下とすることが好ましく、０.０３％以下と
することがさらに好ましい。なお、上記作用による効果をより確実に得るにはＮｂ含有量
を０.００２％以上とすることが好ましい。０.００６％以上とすることがさらに好ましく
、０.００８％以上とすることが特に好ましい。
【００２８】
　Ｖ：０.４％以下、Ｍｏ：０.４％以下、Ｗ：０.４％以下およびＣｒ：０.４％以下から
なる群から選択された１種または２種以上
　これらの元素は、いずれもＣと結合して微細な炭化物となり、鋼を微細化・析出強化す
る作用を有する。したがって、これらの元素の１種または２種以上を含有させてもよい。
しかし、いずれの元素も含有量が０.４％超では、上記作用による効果は飽和して、コス
ト的に不利になる。したがって、各元素の含有量は上記のとおりとする。各元素の含有量
は、いずれも０.３５％以下とすることが好ましく、０.３０％以下とすることがさらに好
ましい。なお、上記作用による効果をより確実に得るには、いずれかの元素を０.０１％
以上含有させることが好ましい。いずれかの元素を０.０５％以上含有させることがさら
に好ましく、いずれかの元素を０.０８％以上含有させることが特に好ましい。
【００２９】
　Ｃａ：０.０１％以下、Ｍｇ：０.０１％以下およびＲＥＭ：０.０１％以下からなる群
から選択された１種または２種以上
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　これらの元素は、いずれも溶鋼中でオキサイドを形成し、脱酸作用により鋼の清浄度を
向上させる作用を有し、特性改善に寄与する。また、炭窒化物の形成核として作用するた
め、適切に微細分散化すると、粗大な短窒化物の形成を抑制して、切断端面の割れを抑止
する作用も有する。したがって、これらの元素の１種または２種以上含有させてもよい。
しかし、いずれの元素も０.０１％を超えて含有させると、粗大オキサイドを形成し、却
って鋼の清浄度を低下させ、成形性を損なう。したがって、各元素の含有量は上記のとお
りとする。各元素の含有量は、いずれも０.００５０％以下とすることが好ましく、０.０
０３０％以下とすることがさらに好ましい。なお、上記作用による効果をより確実に得る
には、いずれかの元素を０.０００２％以上含有させることが好ましい。いずれかの元素
を０.０００５％以上含有させることがさらに好ましく、いずれかの元素を０.００１０％
以上含有させることが特に好ましい。
【００３０】
　ここで、ＲＥＭは、Ｓｃ、Ｙおよびランタノイドの合計１７元素を指し、上記ＲＥＭの
含有量は、これらの元素の合計含有量を指す。ランタノイドの場合、工業的にはミッシュ
メタルの形で添加される。
【００３１】
　２．金属組織および集合組織
　フェライトとベイナイトの合計：８０％以上
　成形性の確保のため、金属組織中にフェライトとベイナイトが占める面積割合の合計を
８０％以上とする。この面積割合は好ましくは９０％以上であり、１００％であってもよ
い。従って、金属組織の主相はフェライトおよび／またはベイナイトである。延性を重視
する場合には、フェライト面積率を１０％以上とすることが好ましく、２０％以上とする
ことがさらに好ましい。
【００３２】
　パーライト：５％以下
　組織中にパーライトが占める面積割合が５％を超えると、切断時の割れの起点となり、
端面を劣化させる。好ましくは３％以下である。
【００３３】
　マルテンサイト：１０％以下
　組織中にマルテンサイトが占める面積割合が１０％を超えると、切断時の割れの起点と
なり、端面を劣化させる。さらに、マルテンサイトは少量の含有で穴拡げ性を著しく劣化
させるため、好ましくは３％以下とする。１％以下とすることがさらに好ましい。
【００３４】
　残留オーステナイト：３％以下
　残留オーステナイト（残留γ）は、打抜き時にマルテンサイトに変態し、穴拡げ性を劣
化させるため、組織中に占める面積割合を３％以下とする。残留γは、切断クリアランス
が大きくなると端面割れの起点となり、切断端面性状を劣化させるため、好ましくは１％
以下とする。
【００３５】
　主相以外のパーライト、マルテンサイトおよび残留γは、いずれか１つ以上の相が０％
であってもよく、３相すべてが０％であってもよい。金属組織は、例えばフェライト単相
組織（フェライトの面積割合が１００％）とすることも可能である。しかし、強度と伸び
のバランスを考慮すると、主相はフェライトとベイナイトの複相組織とすることが好まし
い。以上の各相の面積割合は、鋼板の板厚中心（板厚の１／２深さ位置）で測定するもの
とする。
【００３６】
　板厚中心において、ランダム試料に対する｛００１｝＜１１０＞～｛１１２｝＜１１０
＞間のＸ線回折強度比の最大値：６.０以下
　板厚中心（板厚の１／２深さ位置）において、ランダム試料に対する｛００１｝＜１１
０＞～｛１１２｝＜１１０＞間のＸ線回折強度比の最大値：６.０以下とすることにより
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、集合組織の異方性を低減し、穴拡げ性を向上させるとともに、切断方向による端面性状
の異方性を抑制することができる。このＸ線回折強度比は好ましくは５.０以下、より好
ましくは４.８以下とする。
【００３７】
　板厚中心部の金属組織
　本発明において「板厚中心部」とは、板厚をｔとしたときの板厚中心から±０.１２ｔ
の範囲内を意味する。すなわち、板厚中心から板厚方向両側に板厚の１２％ずつの領域を
板厚中心部とする。
【００３８】
　１）鋼板面垂直方向に＜１１２＞結晶方位が１０°以内で配向している結晶コロニーに
占める円相当直径１０μｍ以上の結晶コロニーの面積率：３０％以下。
【００３９】
　「結晶コロニー」は方位コロニーとも呼ばれ、ほぼ同じ結晶方位をもつ隣接した結晶粒
の集団を意味する。本発明における前記結晶コロニーは、＜１１２＞結晶方位が鋼板面垂
直方向に１０°以内で配向している結晶集団である。この結晶コロニーは、鋼板の板厚方
向断面のＥＢＳＤ（電子線後方散乱回折）法による方位解析によって同定することができ
る。
【００４０】
　上記板厚中心部において、鋼板面垂直方向に＜１１２＞結晶方位が１０°以内で配向し
ている結晶コロニー（以下、「＜１１２＞配向粒」とも呼ぶ。）に占める円相当直径１０
μｍ以上の粗大な結晶コロニーの面積率を３０％以下とすることにより、切断端面の割れ
を抑止することができる。
【００４１】
　このようにすることで切断端面の割れが抑止される機構は明瞭ではないが、切断端面の
割れの発生は板厚中心部の組織に強く影響されることと、上記方位はＢＣＣのへき開面で
ある｛１００｝面となす角度が小さく、このような方位をもつ結晶粒コロニーのサイズが
粗大であると、粗大介在物、晶出物、析出物と母相界面から生じたクラックの伝播が助長
され易くなることが関係すると推測される。上記結晶コロニーに占める円相当直径１０μ
ｍ以上の結晶コロニーの面積率は２５％以下とすることが好ましい。
【００４２】
　２）上記結晶コロニーに占める短軸ａと長軸ｂの比（ａ／ｂ）が０.３５以下である結
晶コロニーの面積率：４０％以下
　上記板厚中心部において、前記結晶コロニーに占めるアスペクト比（短軸／長軸）が０
.３５以下である扁平な結晶コロニーの面積率を４０％以下とすると、切断端面の割れが
さらに抑止されるので、好ましい。＜１１２＞配向粒のうち、｛１１２｝＜１１０＞方位
は未再結晶状態のオーステナイトからのフェライト変態方位であり、圧延方向にそってバ
ンド状に伸長した結晶粒コロニーを生じ易く、特に切断を圧延方向と平行に行った際の端
面性状を著しく劣化させるため、鋼板中にこのような扁平コロニーの占める面積割合を４
０％以下に低減させることが好ましい。上記面積率は３０％以下とすることがさらに好ま
しい。
【００４３】
　３）上記板厚中心部に存在する円相当直径５μｍ以上の介在物、晶出物および析出物の
合計数密度：５０個／ｍｍ2以下
　上記板厚中心部に存在する円相当直径５μｍ以上の粗大な介在物、晶出物および析出物
は、切断の際に母相との間に粗大なクラックの起点となり、端面性状を劣化させる。した
がって、上記板厚中心部に存在する円相当直径が５μｍ以上である介在物、晶出物および
析出物の数密度を５０個／ｍｍ2以下とすることが好ましい。さらに好ましくは３０個／
ｍｍ2以下である。
【００４４】
　当業者には周知のように、介在物は溶鋼中に既に存在している化合物、晶出物は凝固過
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程で晶出した化合物、析出物は固体状態で主に熱処理中に生成した化合物を意味し、それ
ぞれ生成時期が異なるが、いずれも円相当直径で５μｍ以上と粗大になると前述した問題
を生ずる。
【００４５】
　３．特性
　本発明に係る熱延鋼板は、引張強さ５９０ＭＰａ以上の高強度を有し、クリアランス５
～３０％でせん断加工を行った際にも切断端面に割れを生じ難い優れたせん断加工性を優
れた穴拡げ性とともに有する。さらには延性にも優れている。
【００４６】
　引張強さは好ましくは６５０ＭＰａ以上である。穴拡げ性は、後述する実施例に述べる
試験法で求めた限界穴拡げ率が５０％以上であることが好ましく、より、好ましくは６０
％以上である。なお、成形性の指標である引張強さ×全伸びの積は好ましくは１５５００
ＭＰａ・％以上である。
【００４７】
　４．製造条件
　本発明に係る上述した化学組成、金属組織、および特性を有する熱延鋼板の製造方法は
特に限定されないが、以下の製造条件を採用することが好適である。熱間圧延に供するス
ラブは、作業効率のよい連続鋳造により製造することが好ましい。
【００４８】
　１）スラブ中央の平均凝固速度：０.５℃／ｓｅｃ以上５℃／ｓｅｃ以下
　粗大介在物の晶出を抑制するため、連続鋳造時におけるスラブ中心の冷却速度を５℃／
ｓｅｃ以下とすることが好ましい。凝固速度が速すぎると、特にスラブの表面割れの原因
となるため、０.５℃／ｓｅｃ以上とすることが好ましい。
【００４９】
　２）スラブ加熱温度：１１００℃以上１３００℃以下
　熱間圧延工程において、スラブを１１００℃以上に１時間以上保持することが好ましい
。これより温度が低いと、鋳造後の凝固時に析出したＴｉ炭窒化物が未固溶のままで残存
し、強度を低下させるばかりか、切断時の端面性状を劣化させる。一方で、加熱温度が高
すぎたり、加熱時間が長すぎたりすると、スケールロスによる歩留まりの悪化を招くため
上限を１３００℃以下とすることが好ましい。
【００５０】
　３）１１００℃～１０００℃での総圧下率：３５％以上
　熱間圧延工程において、１１００℃～１０００℃の温度域での総圧下率を３５％以上と
することが好ましい。これより圧下率が低いと、特定の結晶粒コロニーが粗大となり、せ
ん断加工での端面性状が低下する。この総圧下率は好ましくは４０％以上とする。
【００５１】
　４）１０００℃以下での総圧下率：１０％以上７０％以下
　熱間圧延工程において圧下率を高め過ぎると、集合組織の発達が顕著となり、切断性を
低下させる方位を持つ結晶コロニーのバンド組織化を助長するため、１０００℃以下の温
度域の総圧下率を７０％以下とすることが好ましい。この時の圧下率が小さすぎると形状
不良の原因となるため、この総圧下率を１０％以上とすることが好ましい。
【００５２】
　５）最終圧下率：５％以上３５％以下
　最終圧下率とは、多パス熱間圧延における最終スタンドでの圧下率を意味する。この最
終圧下率は、上記の１０００℃以下での総圧下率に含まれる。熱間圧延工程において、最
終圧下率を過度に増加させると、集合組織が発達してバンド組織を助長するため、最終圧
下率は３５％以下とすることが好ましい。最終圧下率が小さすぎると、形状不良の原因と
なるため、最終圧下率を５％以上とすることが好ましい。さらに好ましくは１０％以上で
ある。
【００５３】
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　６）仕上温度：９３０℃以上９８０℃以下
　熱間圧延工程において仕上げ圧延温度を９３０℃以上とすることが好ましい。仕上温度
がこれを下回ると、組織のバンド化が進み、端面不良の原因となる。仕上げ圧延温度が高
すぎると、オーステナイトが粗大化し、変態後の組織が不均一となりやすく、端面性状の
劣化を招くため、９８０℃以下とすることが好ましい。
【００５４】
　７）圧延後の空冷時間：３秒以上１０秒以下
　熱間圧延工程において圧延後の空冷時間を３秒以上とすることが好ましい。空冷時間が
これを下回ると、組織のバンド化が進み、端面不良の原因となる。一方で、圧延後の空冷
時間が長すぎると、粗大なＴｉ炭窒化物が析出し、強度が低下するため、１０秒以下とす
ることが好ましい。
【００５５】
　８）冷却速度：１５℃／ｓｅｃ以上２００℃／ｓｅｃ以下
　熱間圧延・空冷後の冷却速度を１５℃／ｓｅｃ以上とすることが好ましい。冷却速度が
これより遅いと、フェライトが高温で粗大に析出するとともに、Ｔｉ炭窒化物が粗大析出
し、強度が低下する。一方、冷却速度が過度に速すぎると、表層部が過冷されやすくなり
、表層部に低温変態相が形成されて伸びを損なうため、冷却速度の上限を２００℃／ｓｅ
ｃ以下とすることが好ましい。この冷却を一次冷却という。この一次冷却は、水冷などの
強制冷却により実施される。
【００５６】
　９）一次冷却停止温度：４００℃以上７５０℃以下
　熱間圧延工程において、上記一次冷却の停止温度を４００℃以上とすることが好ましい
。一次冷却停止温度がこれを下回ると、組織に硬質相が形成され、伸びあるいは穴広げ性
が劣化する。一方で、一次冷却停止温度が高すぎると、冷却過程で析出するＴｉ炭窒化物
の粗大化により強度が低下するため、７５０℃以下とすることが好ましい。一次冷却停止
温度はより好ましくは４５０℃以上７３０℃以下である。
【００５７】
　１０）滞留時間：２秒以上１５秒以下
　一次冷却を上記温度域で停止した後、一時的に冷却を中断して、当該温度で２秒以上の
滞留時間を設けてもよい。フェライトの析出が安定し、強度と伸びおよび穴拡げ性のバラ
ンスを改善する作用がある。滞留時間が長すぎると、パーライトの析出やＴｉ炭窒化物の
粗大化が生じ、強度と穴拡げ性のバランスが低下するため、滞留温度は１５秒以下とする
ことが好ましい。より好ましくは５秒以上１０秒以下である。この滞留時間は設けなくて
もよい。その場合には、一次冷却停止後、直ちに次に述べる巻取り温度に達するまで空冷
すればよい。
【００５８】
　１１）巻取り温度：４００℃以上５００℃以下
　熱間圧延工程におけるコイル巻取りを４００℃以上で実施することが好ましい。一方で
巻取り温度が高すぎると、切断端面の性状が劣化するため、５００℃以下とすることが好
ましい。
【００５９】
　１２）その他
　上記以外の条件は一般的な熱間圧延工程に従えばよい。例えば、良好な表面性状を得る
ために、加熱炉から抽出後、仕上げ圧延終了までに適宜デスケーリングを行うことができ
る。
【実施例】
【００６０】
　表１に示す化学組成を有する鋼を２００ｍｍ×２００ｍｍ×２００ｍｍの鋳型を用いて
真空溶解炉にて溶製した。鋳込み後に異なる条件で冷却を行って、インゴット中心の凝固
速度を表２に示すように変化させた。凝固速度の値は、デンドライドの２次アームの間隔
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バーからスラブを採取し、実験に供した。
【００６１】
　３スタンドの熱間圧延ミルを用いて複数パスの圧延を行い、表２に示す圧延条件および
冷却条件により熱間圧延を行った。表中、ＭＦＲは１１００～１０００℃の温度域におけ
る総圧下率、ＴＦＲは１０００℃～仕上温度の温度域における総圧下率、ＦＲは最終段で
の圧下率である。鋼板温度は放射温度計により測定した。圧延終了後、表３に示す条件に
より冷却を行って熱間圧延鋼板を作製した。得られた熱間圧延鋼板の板厚は２.０～３.６
ｍｍの範囲内であった。
【００６２】
【表１】

【００６３】
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【表２】

【００６４】
　得られた熱延鋼板から小片を切り出し、次に述べるようにして、金属組織および機械的
性質を調べた。それらの調査結果を表３にまとめて示す。
【００６５】
　作製した熱延鋼板から、圧延方向に沿った板厚方向断面を切り出し、樹脂埋込後に機械
研磨によって鏡面とした後、ナイタル腐食によって板厚中心部（板厚をｔとして、板厚中
心から±０.１２ｔの範囲内）の金属組織を現出させ、光学顕微鏡およびＳＥＭにより組
織を同定し、画像解析によって各相の面積率を求めた。
【００６６】
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　別に、同じく圧延方向に沿った板厚方向断面を切り出し、機械研磨により鏡面とした後
、コロイダルシリカによって機械化学研磨を行って研磨傷を除去したサンプルを作製し、
ＥＢＳＤ解析により結晶粒の方位解析を行った。観察倍率は２００倍とし、７００μｍ×
７００μｍの領域を１μｍ間隔で測定した。解析時には、隣接する粒と１５°以上の角度
を持つ境界のみを大角粒界とみなし、板厚中心部における鋼板面垂直方向に＜１１２＞結
晶方位が１０°以内で配向している結晶コロニーの円相当直径とアスペクト比（ａ／ｂ比
、ａ＝短軸長さ、ｂ＝長軸長さ）の分布とを調べた。
【００６７】
　上記結晶コロニーの測定と同じサンプルを使用し、板厚中心部に存在する円相当直径が
５μｍ以上の介在物、晶出物および析出物の個数（表３では介在物合計数と表示）を調べ
た。調査はＳＥＭを用いて倍率１０００倍で２５視野実施し、各視野の合計個数の平均値
として、介在物合計数の数密度を求めた。
【００６８】
　さらにまた、板厚中心についてＸ線回折試験を行い、ランダム試料に対する｛００１｝
＜１１０＞～｛１１２｝＜１１０＞間のＸ線回折強度比を求めた。
【００６９】
　機械的性質について、引張強度はＪＩＳ ５号引張試験片を用いてインストロン型の引
張試験機により静的引張試験を実施して調べた。表３には引張強さ（ＴＳ）、全伸び（Ｅ
Ｌ）および成形性の指標となるＴＳ×ＥＬの値を示す。
【００７０】
　穴広げ性は、打抜きクリアランスを１２％とし、超硬合金製のパンチおよびダイを用い
て、クランクプレスによって打抜きを行った後、頂角６０°の円錐ポンチによって押し拡
げ、板厚方向にクラックが貫通するまでの限界穴拡げ率を求めることにより実施した。
【００７１】
　せん断端面の評価について、圧延方向に沿って２５ｍｍ長さ×６０ｍｍ幅の小片を切り
出し、切断クリアランスを板厚の１５％として、圧延方向に沿って長さ２５ｍｍ×１０ｍ
ｍ幅せん断加工により切断を行い、端面性状を評価した。測定はｎ＝３で実施し、ｎ＝２
以上で端面にクラックが生じた場合（×）、３サンプル中１サンプルで割れが生じた場合
（△）、ならびに１つも割れが生じなかった場合（○）の３水準で評価した。○が望まし
いが、△でも実用上は許容できる。なお、「－」は評価を行っていないことを示す。
【００７２】



(13) JP 5874581 B2 2016.3.2

10

20

30

40

50

【表３】

【００７３】
　試験番号１は、Ｃ含有量が高いため、フェライトが十分に析出せず、マルテンサイト主
体の組織となり、強度過多で延性が非常に低く、成形性の指標となるＴＳ×ＥＬの値も極
めて低く、成形性に劣っていた。また、鋼板面垂直方向に＜１１２＞結晶方位へ配向した
結晶コロニーが多く、しかも粗大であった。その結果、切断端面に割れが生じ、せん断加
工性に劣っていた。
【００７４】
　試験番号２は、ＰおよびＳの含有量が高く、成形性が不芳であった。また、鋼板面垂直
方向に＜１１２＞結晶方位へ配向した結晶コロニーが多く、しかも、それらが粗大でバン
ド状であるため、せん断加工における切断端面割れが不芳となった。
【００７５】
　試験番号３は、Ｔｉの含有量が多く、粗大介在物の形成により成形性が不芳となった。
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また、鋼板面垂直方向に＜１１２＞結晶方位へ配向した結晶コロニーが多く、しかも、そ
れらが粗大であるため、せん断加工における切断端面割れが不芳となった。
【００７６】
　試験番号４は、一次冷却停止をしないで巻取ったため、鋼板面垂直方向に＜１１２＞結
晶方位へ配向した結晶コロニーが多く、それらが粗大であるため、せん断加工における切
断端面割れが不芳となった。また、｛００１｝＜１１０＞～｛１１２｝＜１１０＞間の集
合組織が発達しているため、穴拡げ性が不芳となった。
【００７７】
　一方、本発明に従った試験番号５～１３では、穴拡げ性およびＴＳ×ＥＬの値が良好で
あって、成形性に優れる上、せん断加工においても端面割れ発生が効果的に抑制され、せ
ん断加工性にも優れていた。特に上記結晶コロニーに占める円相当直径１０μｍ以上の結
晶コロニーの面積率は２５％以下であると、端面割れ発生がより効果的に抑制された。
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